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A．目的 
 ピア・サポートは、がんを含めた慢性疾患

に対する基礎的な心理社会的な支援の一形式

である。 

 わが国のがん対策においては、平成 23-25

年度に、公益財団法人日本対がん協会が厚生

労働省委託事業「がん総合相談に携わる者に

対する研修プログラム策定事業」を実施し、

ピア・サポートに必要な相談員の基本的なス

キルを身につけるための研修プログラムを策

定し、説明会の開催やホームページ等により

その周知を図っている。 

 しかし、平成 28年 9月に総務省が公開した

「がん対策に関する行政評価・監視結果報告

書」では、平成 27 年度のピア・サポート研修

の実施状況ならびに活動状況を 17 都道府県、

51がん診療連携拠点病院を対象に調査をした

ところ、都道府県等においてピア・サポート

研修が実施されていない状況や、拠点病院に

おける相談支援や患者サロンへのピア・サポ

ーターの受け入れが十分に進んでいない状況

を確認した。この報告を受けて、がん対策推

進基本計画（第 3 期）では、ピア・サポート

について、国が作成した研修プログラムの活

用状況に係る実態調査を行い、ピア・サポー

トが普及しない原因を分析し、研修内容の見

直しやピア・サポートの普及を図ることとさ

れた。 

本事業では、上記計画を受けて、 

① ピア・サポートにおける現状の取り組

みや普及における問題点を調査・分析

する。 

② がん患者や家族などが行うピア・サポ

ートに必要な相談員の基本的なスキル

を身につけるための研修プログラムを

見直す。 

③ 見直した研修プログラムを活用し、ピ

ア・サポーター等に対して試行的な運

用を行うことにより、検証及び必要な

改善を行う。 

④ 研修の周知や参加申し込み、必要資料

の提供等を行うホームページを開設し、

運用する。 

ことを検討、実施した。 

 

 

B．経過 
改訂委員会を設置し、課題整理を行い、研

修プログラムの見直し並びに課題の一つであ

る行政・医療機関のピア・サポートに関する

理解不足に対応するためのワーキンググルー

プを設置し検討を行った。あわせて、より広

い有識者の意見をくみ入れるために、評価委

員会を設置した。 

 

1. 研修プログラムの活用状況に係る実態調

査 

上記の課題に対応するために、都道府県を

対象に、ピア・サポート研修に関する実態調

査を行い、その現状と課題を検討した。 

ピア・サポートに関する現状を把握するた

めに、4 がん診療連携拠点病院ならびに 6 都

道府県を対象にヒアリングを実施し、その結

果をもとに 47 都道府県に対する郵送調査を

行った。その結果、ピア・サポートに関する

何らかの取り組みを実施している都道府県は

35 都道府県であり、そのなかでピア・サポー

トの養成には 29 都道府県、フォローアップ

（スキルアップ）研修は 23 都道府県、ピア・

サポートの情報把握・管理は 13 都道府県、ピ

ア・サポートの実施に携わっているのは 19都

道府県であった。 

ピア・サポートについて、何らか行政が携

わっている都道府県は多い一方、その活動は
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養成が中心で、その後のフォローアップや養

成者の把握、活動の管理を行っている県は養

成している県の半数以下に留まっていた。 

ピア・サポートは、主たる役割が自らの体

験を語ることを通して、情緒的なサポートや

情報を提供する点にある。そのことからも、

ピア・サポートに関しては、参加する上で求

められることは、秘密の保持等最低限に留ま

る。ピア・サポートに主体として携わる場合

には、養成を終えたうえで、専門家のバック

アップや助言を受けながら実施するフォロー

アップや更新制度が重要になる。その特性を

踏まえると、都道府県の活動が養成に留まり、

以降のフォローアップや登録制度、運営が実

施されていないことは、質を担保するうえで

課題である。その体制が意識されていない背

景には、ピア・サポートに関する理解・情報

の不足が考えられた。 

また、ピア・サポートに関する取り組みを

実施している都道府県においても、養成して

いる 29 都道府県のうち 21 都道府県が他機関

に委託をしていた。これは、フォローアップ

研修以降でも同様で、フォローアップ研修を

実施している 21 都道府県のうち 15 都道府県

は他機関へ委託、ピア・サポートの実施も 19

都道府県のうち 15 都道府県が他機関へ委託

していた。加えて、研修内容に関して、研修

テキストや DVD を利用しない理由についても、

他機関や講師に任せているため利用していな

い・把握していないとの回答があった。この

回答状況を踏まえると、行政がピア・サポー

トの養成研修の内容を把握せず、委託先に一

任している可能性がある。 

特に研修で実施される内容については、ピ

ア・サポート活動をする上で、必要最低限の

内容である。その内容が研修で盛り込まれな

いことは、研修の意義を著しく損なう可能性

が考えられた。 

 

 

2. 研修プログラムの見直し・試行 

 上記調査結果を踏まえ、以下の方針でテキ

ストの改訂・プログラム開発を行った。 

 

【方針】 

・すでに一定程度普及されている平成 23〜25

年度厚生労働省委託事業で開発されたテキス

ト、研修プログラムから大きく逸脱しないプ

ログラムとし、既存の資材で利用できるもの

は継続利用する。 

・これまでピア・サポート活動が行われてな

い、ピア・サポートに十分習熟したものが少

ない地域でも行えるよう、相談員のように利

用者の幅広い相談への対応を行えるピア・サ

ポート（ピアスペシャリスト）ではなく、自

身の体験を生かして行うピア・サポートを想

定する。 

・受け入れが進まない理由の一つである医療

機関のピア・サポートへの理解不足を解消す

るため、自治体や医療機関（がん診療連携拠

点病院を想定）とがん体験者が協力して立ち

上げるピア・サポートを想定。 

・平成 23〜25 年度厚生労働省委託事業では触

れられていないピア・サポーターの傷つきを

防ぐための考え方（バウンダリー）を導入す

る。 

 

上記の方針に基づき、ワーキングで検討を進

め、平成 23〜25年度厚生労働省委託事業で作

成されたテキストをベースに一部の章を新し

く書き起こした。また DVDを活用する部分は、

平成 23〜25年度事業で開発された DVD動画を

そのまま活用することとした。がん医療に関

する知識、情報は大幅に削除した（医療相談

を行うわけではなく、自分自身の体験の専門

家としてピア・サポート活動を行うため）。 

 

開発されたテキストに基づき、研修プログ

ラムの開発も行った。実施可能性を考慮し以

下のような 2 日間のプログラムとした。また

各都道府県で開催する際は、開催協力する医

療機関のスタッフとピア・サポーターがペア

で参加する前提とし、それぞれに向けたプロ

グラムを作成した。 

テキスト並びに研修プログラムを開発し、

試験的に行政・医療従事者 20 名、体験者 25

名を対象に、2 日間にわたる研修会を開催し

た。受講者からのアンケート結果を示す。 

 

 

 

 

大きな問題は指摘されなかったが、以下の

改善点、検討点がリストアップされた。 

・研修会開催のためのマニュアルが必要 

・バウンダリーを強調するため独立した単元

とする 

・双方の理解を深めるため、がん体験者枠で

の参加者も医療従事者向けプログラムを聴講

する 
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# プログラム評価の基本的な項目
強く

そう思う
まあまあ
そう思う

どちらと
も言ない

あまり
思わない

全く
思わない

ピアサポートってなに？ 1 2 3 4 5

　　　回答　　行政・医療従事者 11 8

体験者 20 3 1

ピアサポーターの役割と活動指針（1日目） 1 2 3 4 5

　　　回答　　行政・医療従事者 14 6

体験者 20 4

自己の体験を語る 1 2 3 4 5

　　　回答　　行政・医療従事者 13 5 1

体験者 16 8 1

行政や医療機関が支援できること 1 2 3 4 5

　　　回答　　行政・医療従事者 8 10 1

体験者 12 8 1

がん診療の基礎知識と情報提供の注意点 1 2 3 4 5

　　　回答　　行政・医療従事者 10 9

体験者 17 8

よりよいコミニケーションのために 1 2 3 4 5

　　　回答　　行政・医療従事者 10 9

体験者 19 5 1

ロールプレイ 1 2 3 4 5

　　　回答　　行政・医療従事者 11 4 1

体験者 22 4

グループファシリテートのために 1 2 3 4 5

　　　回答　　行政・医療従事者 12 9

体験者 11 2 1

ピアサポーターの役割と活動指針（2日目） 1 2 3 4 5

　　　回答　　行政・医療従事者 10 8

体験者 18 5 2

1

8

9

2

3

4

5

6

7

・医療従事者向けプログラムは参加者の困り

ごとを聞くなど双方向性の時間を増やす 

・ロールプレイの時間を増やし振り返りの時

間を持つ、合わせてロールプレイ後に医療従

事者のみで話し合う時間を持つ 

・がんサロンのグループファシリテートはや

や上級スキルのため講義のみで技術を伝える

のが難しい。一方でがんサロンを中心に病院

内のピア・サポートが進む可能性も高く、ど

の程度研修で扱うかを検討する必要がある。 

 

 

3. 行政・医療機関への情報提供 

ピア・サポートの受け入れが進まない理由

の一つに、行政や医療機関におけるピア・サ

ポートへの理解不足がある。その背景には、

がん患者・家族に対する心理社会的支援に関

する情報不足があることから、行政・医療機

関を対象に、心理社会的支援の全体像に関す

る情報提供を行う方策を検討した。 

まずワーキングにおいて、がんサポートグ

ループの目的について検討を行った。その結

果、がんサポートグループの目的は、がん治

療において問題や不安を抱えたがん患者に対

して、以下のような効果をもたらすことであ

ると定義された。 

① 参加者に自身のつらい体験やその気持に

ついての話をしてもらい、それを傾聴す

るという情緒的サポートを提供すること

で、自分だけではないという安心感を与

えたり、孤独感を和らげたりすることが

できる。 

② 他の参加者の話を聞いたり、自分の話を

他の人に聞いてもらえるというコミュニ

ケーションの相互作用があることで、新

しいものの見方や考え方を得たり、自ら

の居場所や存在を確認できる。 

③ さまざまな体験をした人の話や専門家等

の話を聞くことで多様な情報が得られ、

治療や生活において有用な具体的で実践

的な対処方法や気持ちのコントロールの

方法を知ることができる。 

④ サポートグループへの参加を通して、他

の参加者や支援者などからのソーシャル

サポートを得たり、対処スキルを獲得す

ることができる。 

 

続いてサポートグループの形態について整

理をおこない、以下の 3 つの形態に整理され

た。①医療従事者が主体となって運営するサ

ポートグループ、②医療従事者とピア・サポ

ーターが協働して運営するサポートグループ、

③ピア・サポーターが主体となって運営する

サポートグループの 3 種類のサポートグルー

プの形態である。 

ここまでの内容を全体としてまとめ、サポ

ートグループを含むがん患者のための心理社

会的支援の取り組みとして行われている各種

プログラムがサポートグループで目指す目的

をどれほどカバーできているものかを点検で

きるようにするために、「がん患者と家族を

サポートする取り組みを適切に運営するため

のフローチャート」を検討し原案を作成した。 

 

 

C．考察 
 都道府県等においてピア・サポート研修が

実施されていない状況や、拠点病院における

相談支援や患者サロンへのピア・サポーター

の受け入れが十分に進んでいない状況に対応

するために、国が作成した研修プログラムの
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活用状況に係る実態調査を行い、原因を分析

し、研修内容の見直しや普及のための課題対

応を行った。 

 実態調査の結果、①ピア・サポートの養成

研修は開催されているもののその研修内容に

ばらつきがあること、②都道府県の取り組み

が養成に留まり、ピア・サポートのフォロー

アップや登録・把握、活動の場の整備には至

っていないことが明らかになった。 

そのうえで、①ピア・サポートに十分習熟

したものが少ない地域でも質の担保された研

修が実施できる、②行政・医療機関へのピア・

サポートへの理解不足を解消することを目標

に、テキストの見直し、資材の開発を進め、

プログラムの試行ならびに修正を加えた。本

事業により、わが国の課題解決に即したプロ

グラムを提供する事が可能となった。 

一方で、今回の実態調査を踏まえて、ピア・

サポートの普及を図る上で解決すべき課題も

ある。 

まず、プログラムの展開を図る上では、 

① 講師、ファシリテーターの確保： 

特にロールプレイ等はファシリテーター

の力量に多く依存しており、今後都道府

県等で実施するにあたり、指導者・協力

者の確保は課題である。あわせて教育レ

ベルを維持するうえで、開催指針を含め

た運用マニュアルの整備やパッケージ化

を進めることが重要である。 

② 今回の研修では、比較的経験年数の長い

体験者も参加しており、力量の差が大き

かった。今後、経験年数の浅い参加者が

増えた場合に、同じように運用できるの

か、講師・ファシリテーターが注意すべ

き点等明らかにして伝達する必要がある 

が課題としてあげられる。 

 次に研修プログラムの内容に関しても、理

解を促すうえで、内容や記述に関しての課題

もある。 

① がんサロン等グループを扱ううえでのフ

ァシリテーターのスキルについて、従来

の研修テキストでは、がんサロン編に入

れられていた。最初の研修としては応用

に該当する内容ではあるが、一方で医療

機関で実施する場合には、がんサロンか

ら入る場合も多く、触れないわけにはい

かないことでもある。一般にピア・サポ

ートのスキルアップを考えれば、サポー

トグループに入る⇒サブファシリテータ

ー⇒ファシリテーター、その上で個別支

援をするか、マネジメントに回るか、の

ようにつなげていく領域もあることから、

研修として絶対触れる必要のある内容は

心構えとして入れつつ、応用にあたる内

容はオプションとして選択できるように

するなど、重要度に応じた選択を提示す

るなどの対応が考えられる。 

② 今回の改訂では、医療機関で実施する事

を前提にと記載している一方、解説して

いる内容が一般的な所も多い。医療機関

で実施するうえでの注意点をより明確に

して、一般的な注意点と区別して記載す

るなどの整理が必要である。 

③ 研修を通しての振り返りの時間は、実際

の課題を考える上で重要な時間である。

しかし、議論を安全に進める上でファシ

リテーターの力量が求められるため、今

後の研修で、どのように運用を落とし込

んでいくか注意が必要である。 

④ 「記録」についてはその扱い方、提示の

仕方を検討する必要がある。参加者の秘

密を守るのも重要だが、何か事故が起こ

ると、とてもピアではかぶれない・対応

できない事態になりかねない。どのよう

な対応が望まれるかは、施設や開催内容

によって異なることを伝えるのも重要で

ある。開催する前にあらかじめ医療機関

や主催者と話し合い確認すべき事項であ

る。 

 

 研修プログラムの運用に関しては、 

① 参加者のフォローアップの方法について

は、今回の研修では対応できていない。

教育上重要であり、運用上対応すべき課

題である。 

② 研修方法を伝達するうえで、指導者向け

に、研修会の内容を動画で記録し、指導

者に限定して視聴できるようにすること

も手法の一つである。 

③ 定期的なフォローアップについては、十

分な検討が行われていない。あわせて指

導者への研修も、質の確保を図る上で重

要であるが、まだ未検討で残されている。 

 

 研修プログラムに加えて、ピア・サポート

の実践でも、実態調査を通して課題があがっ

た。 

① ピア・サポートの活動の場の確保をどう

するかは、養成研修とあわせて課題であ

る。しばしば、ピア・サポートの「安心
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できる質の担保」が行政評価報告を含め

指摘される。ピア・サポートに参加する

という点では、参加者に求められる質と

いうのはない。質を検討するならば、そ

の先のマネジメントで達成すべき課題に

なる。海外のプログラムや日本の好事例

では、質を担保するために、定期的なフ

ォローアップとトレーニング、定期的な

更新制度、マネジメントを担当する者が

同席しトラブルに対応するとともに医療

機関等との調整の役割を担うことが行わ

れている。今後、運用面に関しても、情

報提供をし、体制整備を進める必要があ

る。 

② わが国のがん対策の中では、地域での相

談支援のマネジメントを担う制度として、

地域統括相談支援センターがある。県単

位で、ピア・サポートの教育体制を整備

し、研修内容を把握したり、運用を医療

機関と調整することを通して活動の場を

確保し、フォローアップを行うことを考

えると、地域統括支援センターが地域の

相談の場を育成し・質を担保するうえで

果たすべき役割は大きい。今後、地域統

括支援センターによる対応を可視化し、

その意義を明確にすることを通して、都

道府県に対して働きかける事は有力な方

略になりうる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




